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中等教育制度概念の研究
~孝~予子三善言義壬三吉 σ〉言命言義を7 ヰョ 'L、 Lこ~
里子 1荷 主竿司
はじめに ~中等教育の制度概念をめぐる問題意識~
1、教育審議会の概要
2、中等教育制度改革をめぐる教育審議会の論議
3、新制高等学校をめぐる諸問題
4、l戦後改革時の中等教育制度概念の到達点と限界
終わりに ~制度論 ε しての「総合制J~
jォιめに ~やさ手!lt%!-，府度規合否子めぐ沼I!IJjJf1ffi ~ 
近代以降の学校制度を類別するには、ネJ等・中等・高等の三段階に分けて考えることが
般的であるわこれらは、西欧先進諸国、特にイギりスの教育形態を基礎として考えられ
た概念である σ 主ず、初等教育機関は近代公教育制度の発達に伴い、国民大衆に基礎教育
いわゆる J R' Sを教える学校 (elementarv schooJ)として普及していったリまた、高等
教育機関は初等教育機関より私長い歴史をど持ら、古典語や中世学芸もしくはキリスト教の
教義を教える支配階級のためのもの (collegc) として存在してきた"'ところで、中等教
育は、初等教育や高等教育に比べて教育目僚や教育内容、被教育者の対象などがはっきり
E統一されにくく、制度概念を明確にすることは附難であったコつまり、中等教育機関は
高等教育への準備教育を施すところなのか、それとも初等教育に続く国民教育会施すとこ
ろなのかがはっきりされず、それそ、れが個々に発達したのである。結果として、中等教育
;土 部の特権階級のためのものと、その他の一般大衆のものとに」重檎造会形成しながら
発展していったのである。しかし制度自体に内紅している矛盾が顕在化するにつれて、労
働右階級の台頭と共に統一的な中等教育を求める声が高まっていった。大衆運動としては、
今川紀初頭のイギりスで労働党が「中等教育をすべてのものに (Secondarv Education for 
All) Jのスローガンを掲げたのがその先駆と言われる¥階級社会を温作、強化させる閉
鎖的で特権的な橡線型の中等教育制度を廃して、すべての国民に完成教育としての統一的
な巾等教育の保喝をど求めたので、ある「そこには、教育会国民の権利としてとらえ直そうと
する革新的な思想の萌芽がみられ、そうした思想がドイツ・フランスを始め先進諸国に広
がっていったのである U
ひるがえって、我が出においてはどうであろうュ 19世紀後半、明治政府は西欧に範を
とり、近代教育制度を 挙に導入したのであると初等教育として小学校、中等教育として
中下校・高等女学校、高等教育として大学・専門学校をそれぞれ対応させる形で学校体系
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中学校・高等女学校、高等教育ーとして大学・専門学校合それぞれ対応させる形で学校体系
を整備していった¥ところで中等教育に限って言えば、児子にとっての正系とされる中
学校は高等教育への準備機関として位置づけられ、主として中流階級以上の子弟の教育機
関として機能したのそして実業学校や実業1m習学校などは傍系とされ、中等教育における
二重構造はそのまま日本においても存在したのであるプ}
次に、戦後の教育改革を経た中等教育の制度概念としては、前期には中学校が、後期に
は高等学校があてはまるとされた。従来、複線型と言われた学校体系は、 6・3・3制の
導入により単線型学校体系が確立され、中等教育段階での制度的な一元化は一定の達成を
みたコこれは中等教育の大衆化を求めた世界規模での思想史的潮流を背景として実現を見
たこと『と考えてよいロしかし現在の我が国における中等教育、特に後期中等教育をめぐ
る諸問題を見るにつけて、中等教育機聞が健全な形で機能しているとは認めがたい。こう
した事態に至った原因として、一連の教育政策が戦後教育改革の理念をないがしろにした
からだ、として政策に責任の所不正を求めることもできる c しかし、その政策を受け入れ、
現実の制度を形成しかっ運用してきた国民の意識の側に問題はなかっただろうか。つまり
新制度発足の時点で、国民の問に中等教育の制度概念が、充分に成熟したものとして篠立
していなかったのではなし、かと考えるので、あるつ更には、戦後半世紀を経た今日において
もこの問題は決着を見ることはなく、むしろ混迷を深めていると言えよう。
そこで、戦後教育改革が進められた時点において、我が国の教育界における中等教育の
制度概念、がどのような到達点にあったかを検討したい。論を進めるにあたり、研究対象と
しては 1937年に内閣直属の審議会として設置された教育審議会に注目したい。同審議会
での論議は概して戦時総動員態勢作りのための教育が主眼とされ、戦後改革の理念とは対
極に位置するものとして考えられている .6 しかしその一方で、明治以来の教育制度が抱
えてきた問題を解消するための論議も行われており、戦後改革を進める上での前提となる
ものも合まれていたο 特に中等教育を中心とした制度改革をめぐっては戦後改革にあたっ
た教育刷新委員会の議論に通底するとこらが少なくないF 従って教育審議会において、中
等教育の制度概念がどの上うな一致点を見出していたか、もしくは見出し得なかったカミを
論じあことが戦後の中等教育制度改革の理念、とその限界を理解する上で有効であると考え
る。本小論では、第 に教育審議会の概要を整理し、第二に同審議会における中等学校の
制度改革をめぐる論議並びに 1943年の中等教育令を概説する円。そして第三に戦後の学校
教育法第 41条(高等学校の規定)をめぐる諸問題を論述し、最後に戦後初期におけるrt.l
等教育をめぐる制度概念の到達点と限界を考察したい
l、殺す疹議会のMlJ!.-
我が国における各種の教育関係審議会lよ教育政策の策定にあたり重要な役割を果たし
てきたコ戦前においては、高等教育会議(1896~ 19(1) 、臨時教育会議(1917~ 19)、
文政審議会(1924~ 35) 、教育審議会(1937~ 42)等があるr また、戦後においては教
育刷新委員会(1946~ 52) 、臨時教育審議会(1984~ 87) 、更には 16期にわたる中央
教育審議会等があるけここでは、教育審議会について、その概要を歴史的な位置づけを含
めて論述したいの
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教育審議会は 1937(昭和 12)年 12月 10日、勅令第七百十一号により内閣に設置され、
1942 (昭和 17)年にその任を終えるまで合計7回の答申と 2回の建議を行い、戦時期の
教育改革に関する重要な役割を果たした。まず、同審議会が設置されるに至った教育界を
めぐる社会的背景について論じてみたい。第ーに、政治的要請として、日中戦争拡大に伴
う国家総動員態勢を佐立するための教育体制作りが求められられたのである。つまり、学
校教育はもとより、家庭・社会教育を含めたすべての教育機会において国民全体を「皇
民Jとして教化する必要があったのである。 一方、軍部や産業界からは「人的資源j 確保
のため、壮丁にしっかりした基礎学力を身につけさせることや理工系学生の育成が求めら
れた。また、当時の社会問題のーっとして中学校や高等女学校への「入学難j 問題があっ
た。都市人口の増加や国民の進学意欲の高揚に伴い、小学校卒業者による上級学校への進
学希望者が急増したのである弓そうした傾向に見合うだけの中学校の増設や収容定員の増
加が充分に見込めなかったのであるコそのために「準備教育」が小学校教育に大きな影響
をもたらし、それに伴う不梓事や弊害が数多く報告されたてこのような問題を解決する
ために、義務教育年限の延長や女子教育も含めて中等教育の量的拡大が求められた。以上
のことを総括すると、全般的には青年期の国民(皇民)教育をどのように組織化していく
かが論議の中心的な位置を占めたと考えてよい勺そしてこれらは、高等教育と初等教育の
改革を主眼として取り組んだ臨時教育会議以来の懸案事項でもあったu
次に、同審議会の組織と運営についてである。審議会の委員構成は総裁 1人、委員 65
人以内とされたが、実際は臨時委員も含めて 79人にものぼり、戦前の教育関係審議会と
しては最大のものとなったc 会議は総会、特別委員会、整理委員会の三形態からなり、四
年間のうちに、 14回の総会、 61回の特別委員会、 169同の整理委員会が聞かれ審議が進
められたのここで諮問形態についてふれておきたい。同審議会に対する諮問は諮問第 号
「我ガ国教育ノ内容及制度ノ振興ニ関シ実施スベキ万策如何j だけであった。このことは、
それまでの教育関係審議会が通算で九ないし十四号といった複数の諮問を受けていたこと
を考えれば特異といえる内そのことは諮問する側が 定の答申の原案を提示する形になる
ことを避けようとした配慮の現れであり、同審議会の自主性、独自性を高めようとした意
図が伺える。こうした事実からも、戦時下という状況にありつつ弘、各委員の自説に基づ
いた実質的な議論が展開されたと考えてよいであろうの
同審議会は、最終的に内閣総理大臣に対して七つの答申を行ったが、ここで答申内容の
要点を整理したいうまず、教育の目的であるが「皇国ノ道ニ帰一セシメ」ることが国民学
校から師範学校、大学までの学校教育並びに家庭・社会教育などのすべて分野で一貫され
るべきであるとされたσ 次に、教育制度の改革としては、 (1)小学校を初等科六年、高
等科二年の国民学校と改称し、義務教育の八年制を実施する。(2) 中学校、実業学校、
女子中学校(高等女学校)をあわせて中等学校とし、その第二学年以下の相互転校の道を
開く。(3 )高等国民学校から接続する三年制の中学校を認める。 (4)閣議決定の青年
学校義務制の方針を承認する σ ( 5)師範学校を専門学校程度の学校とする、などが主な
ものとしてあげられる。また、教育内容については、国民学校初等科において教科の統合
を認め、中等・高等教育において自然科学教育の振興を求めた。
最後に、これらの答申がどの程度の実効性を持ったかを論じておきたい。青年学校義務
化や教科の統合などは答申に先立って実施されていた。また、国民学校制度吋や中等学校
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制度改革は答申後すぐに実施をみた。しかしながら全体としては軍事費の増大による国家
財政の逼迫や国家総動員体制下の社会的困難のため実施に移されたものは少なかったので
あるい。
2、中穿殺す府浸官事をめぐ"-3~智彦彦選会の論議
先にあげたように教育審議会は、中学校、実業学校、高等女学校を中等学校として一元
化する答申を行った。ここでは、 「中等教育ニ関スル整理委員会」で「一元化Jするとい
う結論に至るまでの論議の展開を確認したいc
問委員会は、特別委員長、整理委員長各 1名、整理委員 10名、臨時委員 4名らにより
構成され、 1938年 12月 23日から翌年の7月 25日までで通算 41回の会合を重ねた。委
員会での議論の焦点はやはり中等教育一元化問題であり、一元化するとすればその共通の
教育目的をどの上うに設定するか、修業年限を何年として高等教育への進学要件をどうす
るか、青年学校との関係をどうするか、などが付随的な問題として論議された。まず、一
元化推進側の委員の意見としては、 (1)教育目標が個別であってはならず「日本ノ堅実
ナル中堅ノ国民ノ育成J として、統一すべきである。(2) 中学校・高等女学校では実業
的な教育を、実業学校では普通教育をそれぞれが重視し、相互の接近を図るべきである。
(3 )欧米の中等教育が 元化の方向で進んでいる、などがあげられた。これらの意見は、
学的IJ全体をどうするかという制度的な視点から、初等・中等・高等教育という大枠を定め
た上での議論であった。一方、一元化反対側の意見としては、 ( 1 )中学校における高等
教育への準備基礎教育の水準が低下することは望ましくないc ( 2 )実業学校は形態が様
々であるため、中学校を正系として一元化されると個々の学校の性格が不明確になってい
くう ( 3 )性絡の違う校種のものを無理矢理問一校種として扱う必要を認めない、等があ
げられた 3 論理の組立としては、学校の種別ごとに具体的な事例に基づいていたため、一
元化推進傾IJよりも説得力のあるものが多く見られた。
ここでの論争の中で、注目すべき点を二点指摘しておきたいι まず第一点目は、 元化
推進の立場から出された林博太郎委員(伯爵、元東京情大教授・心理学)の意見である。
同委員に上ると、青年教育の範囲は心理的発育によって決定され、 「中等教育ト云フ範鴫
カラ考へルナラパヤハリ六年ヲ卒業シタ者カラ中等学校ニ入レルトイフノガ心理的ニ見テ
順当」であるとし、中学校の上級学年に「実科的ナ演習的ナ学科ヲ加へテ実際ニ生活ニ即
シマシタ学科ヲ入レテ其ノ行ト全日トヲj 合 させるような教育が望ましいとされた・10 つ
まり、 「青年期教育j という慨念を新たに提示してその開始期を小学校卒業時としたので
あるわこの論理は「中等教育j と「青年教育j の二元的な教育制度そのものに対して疑問
を投げかけたものである G しかし実際はすで、に高等小学校の義務化が決議されており、青
年学校の義務化が閣議決定されていたという事情から論議の中心にはなり得なかった。第
二点目としては「中堅固民Jの定義をめぐる論争である U 一元化推進側は共通の教育目的
として「中堅ナル国民ノ育成Jを掲げたのに対して、一元化反対側の委員から二種類の反
対章見が出されたのであったの反対側の主要な論理としては、田尻常雄委員(横浜高等商
業学校長)らに代表されるものであったυ そこでは、 「国家ノ中堅人物jの育成を中学校
の目的とすることは是認しつつも、実業学校は「中堅ノ実業人j の育成が目的とされるべ
きであり、統合は不可能であるというのであるべl ところで、それとは違った観点からの
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反対意見が、松浦鎮次郎委員(元九州、|帝大総長・法学)に見られた。同委員によると、中
等学校で「中堅国民Jを育成するとすれば、青年学校に在籍する他の大多数の者との聞に
階級的な差別意識を生むとし、 「中堅Jという差別的な言葉を使うべきではないというの
である¥つまり、青年期における教育制度の二重性を前提としつつも、両者の聞に差別
意識を持たせることに反発したのであった。さらに興味深いことに、一元化推進の立場を
とる森岡常蔵委員(東京文理科大学長)なども、この意見に閉しては賛同の意を表したの
である。
こうした論議を経て、 「中等教育ニ関スノレ件答申」が 1939年に内閣総理大臣に提出さ
れた。以下に、その内容を答申文に即して検討してみたいc
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qJ等学校の 元化問題は、従来「工IJ学校令実業学校令高等女学校令Jにより個
別に存在していた三種類の学校を中等学校として←括することが提言され、一応の決着を
見た。実科高等女学校は「女子中学校Jとして高等女学校と制度上は完全に一元化するこ
ととした。また、中等学校を初等教育に続く「完成教育Jとして位置づけており、初等・
中等・高等教育の系統だった三階梯の学校制度を確立させようとした。しかしながら、そ
のことで単純に中等教育の一元化の確立に向けた提言がされたと見ることはできない。教
育の内容について言えば中学校と女子中学校が「高等普通教育Jを施すとしたのに対して、
実業学校では「実業二従事スル者ニ須要Jな教育を施すとしているο つまり、一元化反対
側の論旨を、ここからも読みとることができる。従って制度の上では一括されるものの、
実質的な一元化に向けての提言はなされなかったのである。
次に、 1943年に制定された「中等学校令」と教育審議会の答申との対応関係を検討し
たいι まず全般的には、答申の趣旨に添った形で'1J等教育令が制定されたと判断してよい。
答申では新しく 「女子中学校」としたものが、従来通り「高等女学校Jとされたが、中等
学校として三校種が統合された。また、それぞれの教育内容も、中学校・高等女学校では
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「高等普通教育」を、実業学校では「実業ニ従事スルニ須要ナル教育Jを施すとされ、い
ずれも内容面での統合は図られなかった門また中等学校に進学しない者が「就学Iする青
年学校の存在は中等教育の範曙には含まれなかった、青年学校は教育審議会が実質的な議
論を始めるに先立って 1935年に青年学校令によって義務化されていたぺ従って「中等
教育」と「青年教育Jが二極分化し、その関係を出l定化しかっ強化することが法令の上で
も確定したのである。総じて、戦中期の初等教育後の教育制度は、中等学校と高等国民学
校・青年学校とに分化する二重構造となったが、実際は中等学校の中でも高等教育への準
備教育機関と職業準備のための実業教育機関とに分化しており、全体として三重構造をな
していたので、ある。
第 第 中
校 商 r子、4一. 於 及 ス 教コ同民、 等
其 業 実 校 ア 中 実 中 河在ミ ヲ 中 芹在〈二 ，子叫
ノ r寸士、f一・ 業 一 ノ¥ 学 業 h可:←j 以 又、 ル寺均一 校他 校 ρ子4 於 女 校 学 戸ナ当 ア ノ¥、 学 メ廿L 
実 校 ア 子 校 校 目 実、 校
業 商 ノ ノ¥ 於 ヲ 白ワ 菜子 ノ¥ 抄
教同 船 手重
実、 高、 ア ス ノJ]¥ ト 較育、 皇学 ま頁 業、 等、 ノ¥ チ ス 国
ヲ 校 ノ¥ 較同
普、 男 ア ヲ ノ
施 農 i車、 子 9J 自伝 道
ス 71< 業 ヲ 較二1同>: r 寸f一ー ン 一ρf 4 ra 学 b信 校 国 即j
校 r 寸ー1. 校 ス ヲ f害i 民 リ
イ労 卜 校 モ 施 等 両 ノ ア
，1正 主 工 ノ シ 9:. 等 錬 I胃)、
者筆 拓 業 ト
片子足， 女 成 等、
明直 学 ;z 実 校 がf且一， ヲ 普、
) 片子礼 校 業 校 為 通、
3、新府局等学夜をめぐ、Q諸周車
巾等教育令から二年後の 1945年、日本は敗戦を迎え、新しい憲法の制定と民主的国家
建設のための教育改革が進められた。 1947年 3月に教育基本法と同時に学校教育法が公
布、施行された。そして学校制度は6・:3・3市IJのrti線型に再編成され、中等教育は前期
の 3年を義務教育として新制中学校が、後期の 3年を新吊IJ高等学校が対応することとなっ
たc つまり、制度上は戦中期カミらの懸案事項であった中等教育の 元化が達成されたと言
える。しかし義務制とされた新制中学校と違い、新制高等学校は様々な矛盾を抱え込んだ
まま発足したのである。ここでは、学校教育法第 41条(高等学校の目的)に注目し、条
文の持つ歴史的意義を確認し、その後の高校教育をめぐる問題を論じつつ、中等教育の制
度概念をめぐる問題の所在を明らかにしたい。
まず、条文では「高等学校は、中学校における教育の基礎の上に、心身の発達に応じて、
高等持通教育及び専門教育を施すことを目的とする」ど規定している。ここで注目すべき
ことは教育の内容を I高等普通教育又は専門教育(もしくは実業教育) Jではなく、 I高
等普通教育及び専門教育J (傍点筆者)としている点であるυ 中等教育において、普通教
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育と実業教育をし、かに調和的に統一してし、くかは世界史的な教育の課題とされていただけ
に、この条文の持つ歴史的意義の深さは特筆すべきである。制定に至る経緯であるが引、
この規定は教育刷新委員会の第 1回建議(1946年 12月 27日)として出されていたもの
で、その後文部省原案として議会に上程されたものである。また米国教育使節団も、問委
員会の建議に先立って「上級中学校(新制高等学校)は、総合制がとられることが望まし
い (wefavor the comprehensive "upper sccondary schoo¥ ") Jと報告書(同年3月)で提言
していた。つまり中等教育制度をめぐって敗戦直後の教育界を支配していた意識は、国民
の完成教育としての中等教育を志向していたと考えられる。
ここで、その後の新制高等学校制度の展開を論じるが、現実は制定当時の学校教育法が
示した方向へは進まなかったので、ある。まず、総合制高校であるが普通教育と専門教育を
統合した総合教育は充分な実践の蓄積と制度定着を見ることなく 1960年以降減少してい
くところとなったc 一方、高校全入運動の高揚とともに数多くの新設高校が設置されたが、
それらはほとんどが普通科高校であった。また普通科高校では旧制中学校の流れを汲む高
等教育への準備教育である「普通教育」が行われるため、学習指導要領の改訂とともに画
一的な教育が蔓延した。更に大学進学率の上昇とともに、大学進学を前提とした「偏差値
教育Jによる学校の序列化が進み、職業高校は普通科高校の I下位」に位置づけられてい
くこととなった。新制高等学校は学校教育法制定から 50年目の今日を迎え、 18才人口の
減少に伴い、希望者を全員入学させるだけの量的拡大をみた。しかしながら、このことで
直ちに中等教育が大衆化を実現したと判断することはできなし刊。むしろ高校が社会的選
抜機関としての性格を強め、階層の再生産の役割を果たすようになったのである。こうし
た中で高校は、大学もしくは中学校との接続方法の再検討や教育課程の再編成を通して、
新しい高校像を描こうと模索を続けているc
4、堂盆盈主時のや等孝君主子府度1J!l:.合の野道，f安efJiJ'l.
単線型学校体系を前提とした学校教育法第 41条は、歴史的必然と先見性を持っていた
にもかかわらず、新制高等学校が健全な形で発展しなかったのは先に見たとおりであるの
ここでは、そのような事態が引き起こされた原因を、同法制定当時の社会状況をふまえて
検討してみたい。
まず考えられるのが同法第 41条の規定と、国民の意識との間にずれがあった、という
ことである。第2章で見たように、敗戦時における青年期の教育は三重構造をなしており、
それらすべての青年に「高等普通教育及び専門教育Jを保障しようとしたのである。制度
論的に考えるならば、同法第 41条は、旧制の中学校・高等女学校と実業学校の一元化を
予定したのではなく、青年学校を一元化の対象としたと考えるべきである。ところで、こ
うした規定の実効性を考えるに、教育審議会での論議を勘案すれば否定的な見解を容易に
導き出すことができる。同審議会でも完全な一元化に向けた論議がなかったわけではない
が、全体としては中等教育機関の内部においてでさえ実質的な一元化をすることは困難で
あったJ ましてや、青年学校を制度的にも教育程度においても中等教育の範曙に含めるこ
とは不可能であったと言える哨。従って、実体として三重構造をなしていた青年期の教育
を制度論を先行させることでー気に解消しようとしたところに無理があったと考えるべき
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である。
また、同法は新制高等学校に大衆的性格を強く持たせようとしたが、発足当初の進学者
は同年人口比の 40%程度であり、高校は依然として準エリート的な教育機関としての性
格を持ち続けたのである。そして、卒業者は大学進学者はもとより、就職者においても上
層中間職に就くものが多数を占めた。つまり理念としては、国民に広く関かれた統一中等
学校<Comprehensivesecondruy school)を標袴しつつも、実態においては中流以下に位置
する大多数の青年の教育機関とはなり得ていなかったのであるべ高校が実態として大衆
教育機関としての性格を持つようになるのは、およそ高校進学率が 90%を超えた 1975年
頃を待たねばならなかった。
最後に、 「高等普通教育」の内容が充分検討されず、戦前と同じく単なる高等教育への
準備教育ととらえられてしまった、ということである。新制高校を支えた教員の多くは戦
前の中等学校の教員であり、上級学校への準備教育を「高等普通教育」として生徒に施し
たのであった。同法第 41条に示された「高等普通教育Jは国民にとって完成教育として
の意味を持ち、大衆的性格を持つものと考えるのが妥当である。しかしながら文言として
は中等教育令と同じであり、教員の実体も田制の中等学校教員が多数を占めたため、新し
い概念を構築していくことが困難であった。 r専門教育Jについても、教育程度において
戦前の実業学校より高く、専門学校より低いとされる新制高校では新たな概念構築が必要
であった。しかしながら「高等普通教育Jとの関連においてなされる「専門教育Jがし、か
なるものであるかの吟味は充分になされなかったのである。
結局「高等普通教育」と「専門教育Jは相容れない概念、として戦前の遺産を引継ぎ、両
者を「及び」で、結ひ。つけることは現実の場面では困難を伴うこととなった。 r高等普通教
育Jについていえば、結果として中等教育令と同じ文言が使われたため、すべての普通科
高校が!日制中学校のように上級学校への準備教育機関へと回帰していく条件を示したので、
あるn また、 「専門教育Iの実体が不明確であったため、普通科高校と統合された職業高
校(旧実業学校)は再び単独校へと回帰していくこととなったc
，f4.h IJ iご ~務償請と Lでの/治、合勧~
学校教育法に示された単線型の教育体系や、そのことを前提とした第 41条の規定は圃
民の完成教育としての中等教育館IJ度概念を規定したものとして評価されるべきである。と
ころが、現実の高校教育は予定調和的な発展をみることはできなかった。それは、同法制
定当時にその理念を生かすだけの条件が物質的にも国民の意識においても未成熟であった、
ということが原因の 端をなすことが確認された。従って、戦後教育改革によって進めら
れようとした中等教育改革は、発足当初から制度定着をみる条件を欠いていたのである O
つまり、外枠である借り度が先行し、実体としての教育課程や内容が伴わなかったのである。
ところが、教育審議会の論議や中等教育令で一定の前進がみられたように・18、統一的な中
等教育制度を構築しようとする動きは戦前においても存荘していたコつまり戦後改革によ
って示された理念は戦前において培われた思想と方向性において同質であり、制度改革を
進めるとでの思想的土壌は成熟をみないまでも存在していたのである。
現在進められている一連の高校教育改革でも、主眼とされるのは「総合制Jの問題であ
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り、学校教育法第 41条をどのような形で現実化するかが問われている。総合選択制高校、
や単位制高校、総合学科や特色学科などは「高等普通教育Jと「専門教育j をどう「総
合」するかという問題意識から生まれている。そうした「新しいタイプの高校j をもっぱ
ら教育課程・内容の函から評価し、今後の高校教育に対して楽観的な見解が示される哨こ
とがある。しかし、 「総合制」には教育課程・内容的側面と制度的側面があり、両者を調
和させることが前提とされるが、 「新しいタイプの高校Jは前者にのみ改革の主眼が置か
れ、後者に対する配慮は希薄であるの 「総合併J は制度的側面において I高校三原則Jの
中核として位置づけられ、 「男女共学制J更には「小学区制Jを問うこと、つまり「地域
性Jと「大衆性j がまずもって問われなければならない。従って、現在進められている高
校教育改革の動向を楽観視することはできないのである。
「完全な中等教育をすべての者に・'J保障するために、確固とした中等教育制度概念、を
確立する必要があるつそのためにも、学校教育法に示された理念を歴史的な視点をふまえ、
今日的に読み解いていくことが求められるのである。
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